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令和６年第１回北海道議会定例会 予算特別委員会（保健福祉部所管） 開催状況
開催年月日 令和６年３月１２日（火）
質 問 者 日 本 共 産 党 丸山 はるみ 委員

答 弁 者 保 健 福 祉 部 長 道場 満
国 保 担 当 局 長 新井 明
国 保 医 療 課 長 山田 英雄
国保広域化担当課長 竹村 寛仁

質 問 内 容 答 弁 内 容

一 国民健康保険について

（一）市町村納付金総額と道の標準保険料率の比較 【国保医療課長】
について 市町村納付金総額等についてでありますが、市町
２０１８年度から国民健康保険制度は現在の都道 村納付金総額については、平成３０年度は 1,535

府県単位化に移行しております。制度導入時である 億円、令和５年度は 1,484 億円となっておりまし
２０１８年度と今年度の比較において、市町村納付 て減少しております。
金総額と道の標準保険料率の比較をお示しくださ 一方、道の標準保険料率については、平成３０年
い。 度は所得割率 11.51 ％、均等割額が 68,850 円、令

和５年度は所得割率が 12.32 ％、均等割額が 76,082
円となっておりまして増加しているところでありま
す。

（二）保険料引き上げの要因について 【国保医療課長】
今、おっしゃっていただいたとおり、市町村納付 標準保険料率引き上げの要因についてであります

金は減少しているんですけども、多くの市町村の標 が、納付金や標準保険料率の算定に用いた医療費の
準保険料率が引き上っているんですけども、この理 推計においては、被保険者数の減少により、医療費
由を教えてください。 総額は下がってきているため、納付金総額は減少し

ておりますが、高齢化の進行や医療の高度化による、
一人当たりの医療費や後期高齢者支援金などの負担
の増加が、標準保険料率の上昇の主な要因と考えて
いるところでございます。

（三）統一保険料のメリット・デメリットについて 【国保医療課長】
北海道は次期国保運営方針案で保険料の全道統一 統一保険料についてでありますが、メリットと

化を明記していますけれども、全道統一保険料が実 しては、道内どこに住んでいても、同じ所得、同じ
施されることによって、道民にとって、メリット、 世帯構成であれば同じ保険料となる、被保険者間の
デメリット、どのようなものがあるのか教えてくだ 公平性が確保されるとともに、小規模な保険者にお
さい。 ける、高額な医療費の発生等に伴う、保険料の変動

の抑制が可能となるところであります。
一方で、デメリットとしては、道内の保険料を統

一するため、市町村でこれまできめ細かに対応して
きた、独自の保険料の抑制ができなくなることが考
えられます。

（四）市町村納付金と保険料の関係について 【国保医療課長】
次に、市町村納付金と保険料の関係についてです 納付金算定における医療費水準の反映についてで

けれど、納付金ベースの保険料統一である準統一保 ありますが、小規模な保険者を多く抱える本道にお
険料となった場合、納付金の計算の際に医療費の影 いては、安定的な保険料設定が可能となるよう、納
響がゼロになると。医療費が低い自治体の納付金は 付金算定において、市町村間の医療費水準の差を反
引きあがる一方、逆に医療費の高い自治体の納付金 映させない納付金ベースの統一を令和６年度から行
は下がる。従って医療費の低い自治体では保険料が うこととしたところであります。
引きあがることになるということなんですけど、こ これに伴いまして、医療費水準が全道平均より低
れは事実なんでしょうか。 い市町村においては、納付金が上昇しますが、こう

した市町村が引き続き医療費適正化の取組を進める
ための交付金を交付し、納付金の急激な上昇を抑え
る考えであります。
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質 問 内 容 答 弁 内 容

再－（四） 【国保医療課長】

今説明していただいたんですけど、医療費水準が 納付金算定における医療費水準の反映について
低い市町村の納付金が上昇するけれども、交付金に でありますが、納付金算定において、市町村間の医
より納付金の上昇を抑えると。 療費水準の差を反映させないことにより、医療費水
しかし、結局どうなるのかというところがよくわ 準が全道平均より低い市町村においては、納付金が

からないので、どうなるのかわかりやすく答えてい 上昇します。

ただけますか。 道では、こうした納付金上昇額の一定部分につい
て医療費適正化の取組を推進するための交付金を交
付するものの、納付金は上昇するところであります。

医療費の水準が全道平均よりも低いところほど、
保険料が上がるということなんですよね。交付金を
交付するということ、それから、保険者努力支援制
度もあるんだけれども、保険料が上がり続けていく
状況があるのではないかと思っております。

（五）標準保険料率どおりに改定した場合の値上げ 【国保医療課長】
の影響について 標準保険料率の改定による影響についてでありま
それで、次に標準保険料率どおりに改定した場合 すが、道では、市町村標準保険料率を所得割率、均

の値上げの影響についてですが、日本共産党政策委 等割額、平等割額の三方式で算定しておりますが、
員会は、２０２４年度に標準保険料率どおりに改定 令和６年度において、これら三つの要素すべてが、
した場合の市町村毎の保険料の増減額を試算しまし 令和５年度に比べて上昇している市町村は、全道で
た。その結果、年収４００万円４人世帯で試算する １０５市町村となっておりまして、御指摘のとおり、
と、２４年度に保険料が値上げされる自治体は 道が示した標準保険料率どおりに改定した場合に
１３９です。年収２４０万円単身世帯で試算すると、は、多くの市町村で保険料が上昇するものと認識を
値上げする自治体数は１４４となります。約８割近 しております。
い市町村は保険料が値上げとなるということになっ 高齢化の進行や医療の高度化による、一人当たり
てきています。北海道が示した標準保険料率どおり の医療費や後期高齢者支援金などの負担の増加が、
に改定した場合の値上げの影響について、どのよう 標準保険料率の上昇の主な要因と考えております
に認識していますか。 が、年齢構成や医療費水準が高く、所得水準が低い

など構造的な課題を抱える国保制度を取り巻く環境
は厳しく、今後も被保険者の保険料負担の増加が見
込まれる状況を踏まえ、国に対し、財政基盤強化の
ための更なる財政支援を求めてまいります。

（六）国の公費負担増加要請の効果について 【国保医療課長】

国保の被保険者には、もうすでに保険料の負担が 国からの財政支援についてでありますが、道とし
重くのしかかっております。 ては、今後の高齢化の進行等に伴う医療費の増加に
これまで北海道は、全国知事会と連携して国に対 耐えうる財政基盤を確立するため、国庫負担金の増

して１兆円の公費投入が必要と繰り返し要請してき 額による更なる財政支援の強化について、国に要望
たということは承知しておりますが、その要請によ してきたところであります。
る効果はどのように表れているのでしょうか。 こうした要望等を踏まえ、全国知事会に国が確約

した毎年の財政支援３，４００億円が、平成３０年
度から現在まで継続しておりまして、これにより、
低所得者への軽減措置の拡充や、保険者努力支援制
度による医療費適正化の取組に対する支援、調整交
付金などの財政調整機能の強化が図られているとこ

ろでありますが、今後も保険料負担の増加が見込ま
れることから、財政基盤強化のための更なる財政支
援を行うよう全国知事会とも連携して要望してまい
ります。
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質 問 内 容 答 弁 内 容

再－（六） 【国保医療課長】

今答弁がありました平成３０年度から３,４００ 国からの公費負担についてでありますが、今後も

億円の財政支援が続いているということですけど、 保険料負担の増加が見込まれる中、国の公費負担の
この間物価は上がっています。 拡充が必要と認識しております。
今後ますます負担が増えていく中、統一保険料が 道としては、国保の安定的な保険運営に向けた財

実現すると、結局保険料にしか負担を求めるしかな 政基盤を強化するため、国庫負担金の増額による、
くなってくるんですね。国に対して抜本的に公費負 更なる財政支援の拡充を行うよう、全国知事会と連
担を要望するべきではないかと考えますがお考えを 携し、国に引き続き要望してまいります。
お聞かせください。

（七）市町村による事務について 【国保医療課長】

次に市町村の事務についてですが、これまで議会 市町村の事務についてでありますが、平成３０年
議論において、道は市町村の保険料を決定するのは 度の国保制度改革で、道と市町村の役割分担が行わ
あくまでも市町村であるとしてきました。しかし、 れ、道は財政運営の責任主体として中心的な役割を
統一保険料が導入されることによって、市町村によ 担う一方で、市町村は、保険料率の決定・賦課・徴

る事務を奪うことになります。 収、資格管理や保険給付などを引き続き担うことで、
同時にこれまで市町村が実施してきた一部負担金 道と市町村が一体となって運営する仕組みとなって

の減免、資格証明書の交付など市町村の権限である おります。
事務までも統一の名の下にはく奪されることになる 今後、保険料水準の統一が実現されても、道と市
のではないかと危惧しますが、お考えをお聞かせく 町村の役割に変更は生じないことから、引き続き、

ださい。 市町村の権限により一部負担金の減免等の事務を担
うものでございます。

（八）統一保険料からの離脱について 【国保担当局長】
国保法で保険料は各自治体が決めるというふうに 市町村の保険料率の設定についてでございます

されています。そうすると統一保険料から自治体は が、法令に基づき、保険料率は市町村が決定するも
自らの判断で離脱することができるんでしょうか。 ので、市町村の判断で統一保険料率と異なる独自の
仮に離脱した場合、離脱しなかった自治体との差や 料率の設定も可能となっており、その場合、統一保
ペナルティー等は生じますか。 険料率に合わせた市町村と保険料率は異なることに

なりますが、ペナルティ等を設けることにつきまし
ては、現時点で検討していないため、市町村とも協
議していないところでございます。
道では、財政の安定化や加入者負担の公平化を図

るため、保険料水準の統一を目指す必要があると考
えており、事務の標準化や医療費適正化、収納率向
上対策などの各般の施策に取り組むほか、市町村に
おけます保険料の賦課方式や料率の改正などに対す
る支援を行うなど、市町村の十分な理解を得ながら、
保険料水準の統一に向けて取り組んでまいります。

（九）一部負担金減免の実績について 【国保広域化担当課長】
次に、一部負担金減免の実績についてです。 一部負担金減免の令和４年度実績についてでござ
災害などによる資産の重大な損害や失業等による いますが、１６市町村で実施しておりまして、病気

収入の著しい減少等により医療機関に一部負担金を によるものが４１件で１４２万３千円、失業による
支払うことが困難な場合、減額・免除・支払い猶予 ものが２４件で８２８万３千円、収入減によるもの
措置を受けることができます。 が２９件で３１４万５千円、東日本大震災によるも
昨年度の減免額と区分ごとの件数を伺うととも のが１０２件で１７２万４千円でありまして、合計

に、市町村において一部負担金減免を実施した自治 は１９６件で１，４５７万５千円となっているとこ
体数はいくつかお答えください。 ろでございます。
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質 問 内 容 答 弁 内 容

（十）減免実績が広がらない要因について 【国保広域化担当課長】
そうするとですね、昨年度減免件数のうち半数以 減免実績が広がらない要因についてでございます

上は東日本大震災関連なんですね。失業、収入減合 が、市町村からの聞き取り調査では、「申請そのも
わせても５３件。低所得区分はゼロという実績にな のがなかった」といった意見が多い反面、「相談は
ってます。 あったが、生活困窮者であり、生活保護の適用とな
コロナ禍と物価高騰による影響が長期化する中 った」などの意見もあったところでございます。

で、一部負担金減免制度の周知と利用促進は死活問 道といたしましては、被保険者のみならず市町村
題と考えています。 に対しても制度の更なる周知を図る必要があるもの
減免実績が広がらない要因を、北海道はどう分析 と認識しております。

しているのか、お答えください。

（十一）道自身による制度周知について 【国保広域化担当課長】
北海道では、チラシ、ポスター、リーフレットを 一部負担金減免に係る道の取組についてでござい

市町村につくるように要請していると承知してま ますが、一部負担金の減免については、市町村が地
す。しかし、北海道単位化を標榜するならば、制度 域の実情に応じまして判断することとなっています
周知の際たる責任は北海道自身にあるのではないで が、道といたしましては、被保険者がどこに住んで
しょうか。北海道自身が率先して制度の周知拡大と、いても、適切に医療を受けることができるよう「一
より一部負担金減免制度の利用が促進されるようイ 部負担金減免標準例」を策定し、市町村に要綱を整
ニシアチブをとっていただきたいと思いますけれど 備するよう要請しているところでございます。
も、いかがでしょうか。 また、制度の周知につきましては、各市町村等に

対しまして、広報誌への掲載やポスター掲示などに
ついて依頼するとともに、パンフレットの配布やホ
ームページへの掲載により住民の方々への周知に努
めているところでございまして、今後とも、道の広
報媒体など様々な機会を活用して、制度の周知に努
めてまいります。

是非お願いしたいと思います。

（十二）今後の取組について 【保健福祉部長】
それで北海道は、大阪府に次いで統一保険料へ向 今後の道の取組についてでありますが、運営方針

けた取り組みが先行している都道府県となっていま に基づき、国民皆保険制度の要である国保制度を将
す。全道どこに住んでいても同じ保険料っていう説 来にわたり安定的に運営できるよう、保険料の変動
明はですね、一見公平なように見えて実は多くの問 を抑制し、被保険者間の公平性を確保するためには、
題を含んでいるということが今回の議論で分かって 道と市町村の連携協力が大変重要であり、それぞれ
きたというふうに思いますが、他県の多くは国の方 が適切な役割分担のもと協議を行う必要がございま
針どおりに機械的に統一保険料化を進めているわけ す。このため、道では北海道国民健康保険市町村連
ではないと認識しています。 携会議や、市町村職員参加のワーキンググループの
むしろ、北海道の方針が国の方針に忠実に従った ほか、被保険者の代表などに委員として参画いただ

もので地域の実情を軽視しているんではないかとい いている北海道国民健康保険運営協議会の場を通
うふうに危惧をするわけです。新年度から新たな国 じ、丁寧に議論を重ね、関係者の十分な理解を得な
保運営方針がスタートしますけれども、今回の問題 がら、保険料水準の統一を目指しているところでご
点を踏まえてですね、時間をかけて市町村や住民へ ざいます。
説明や声を聞く取り組みを進めるべきではないでし 国保制度を取り巻く環境は厳しく、今後も被保険
ょうか。 者の保険料負担の増加が見込まれますことから、道
そして、同時に公費負担を増額しない限り、保険 といたしましては、国保の安定的な保険運営に向け

料は際限なく上がっていく、今すでに負担は重いこ た財政基盤を強化するため、国庫負担金の増額によ
の保険料が上がっていくわけです。私たちは国民皆 る、更なる財政支援の拡充が不可欠であり、全国知
保険の仕組み自体が危うくなっているのではないか 事会と連携し、国に引き続き強く要望してまいりま
という危惧を持っています。北海道自身が国保の危 す。
機と捉えて公費負担の抜本的増加を増額をこれまで
以上に国に求めるべきと考えますけれどもお考えを
お聞かせください。

国庫負担金の増額が不可欠という答弁をいただき
ましたので、強く要望をお願いしたいというふうに
思います。


